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は じめに

大手前大学(以 下、本学)は 、2007年 度に行われた

教育改革によって、教育組織を従来の2学 部5学 科か ら3

学部3学 科へ と再編成するとともに、その総体は緩やか

な統合体として、3学部全体で総合的な"リ ベ ラルアー

ツ"型 教育を推進す る体制に改めた。

広 く複合的な領域を学習できる"リ ベ ラルアーヅ'

型教育の中で、学生が 「自分で創 る専門性」を習得す

るとともに、新たな時代を力強く生き抜 くための 「社

会人基礎力」を身に付 けることを、学士課程全体で支

援 してい くことを大学の新たな使命 として掲げ、学生

が自らの適性 を見極めなが ら、学部の枠 にとらわれず

に、どの科 目群でも主体的に自由に選択 して学べる 「ユ

ニッ ト自由選択制⑭」を中心に据えた大改革である。

この改革によって、将来の多様 な進路に対処できる

問題解決能力を養 う全人的な教育を全学的 ・組織的に

展開 していく決意を行ったわけである。そのなかで、

新たな初年次教育プログラムに求められたのは、大き

く言 えば、様々な社会状況において難問に対処 し、健

全に生き抜 くために、多様な学生全てに とって共通の

基盤 となる基礎学力および社会で生きるための共通感

覚を身にっける基礎 を作 り上げることであった。

改編カ リキュラムでは、初年次の全学生を対象 とし

たべ一シック必修4科 目(「 フレッシュマ ンセ ミナー」

「日本語表現」 「英語表現」 「情報活用」)が設定 され、

初年次におけるコア教育プ ログラムとして展開される

こととなった。 これ ら4科 目が緊密に連携 し、4科 目全

体が1っ の総合的 ・統合的なプログラムへと進化 ・進展

することを目指 し、「自分で創る専門性」と 「社会人基

礎力」の基盤 となるカ を育成す るための様々な実践が

積み重ね られてきた。

以下、本報告では、ベーシック必修4科 目が相互に連

携 し補完 し合 う形で行ってきた取 り組みについて報告

するとともに、それ らを総括的に検討 し、今後取 り組

むべき課題 を抽出したい。

統一カ リキュラムでの運営

初年次べ一シック必修4科 目では、各科 目の到達 目標

や評価基準、学習の流れなどを統一化するため、科 目

ごとにコーディネー ターが配置 され、多クラス展開 さ

れ る全てのクラスで共通のシラバスが作成 された。試

行錯誤を重ねた2007年 度の経験で、シラバスのみの統

一では教員 ごとに実際の授業展開に関 して詳細が異な

ることが改善課題 となった。

そこで、全学生に共通の質保証をす るため、さらに、

教員をサポー トす る観点から、より具体的で実際的な

資料が必要であると考え、2008年 度からは、シラバス

に即 して毎回の学習 目標 ・成果 と学習方法 ・内容等を

記 した授業計画書を科 目コーディネーターが作成 し、

担 当教員団に配 布することにした。

毎回の到達点を明示することにより教員ごとの授業

展開の相違 をできるかぎり抑 え、学生 にとっても教員

にとってもプログラムの平準化をはかることができる

ともに、教員にとっては授業計画の共有によって授業

改善課題をより具体的に、組織的に抽 出しやす くなっ

た。また、科 目内の統一性 ・共通性は、科 目相互の関

係の意識化 ももたらし、科 目間の連携性 を考慮に入れ

た授業展開へも発展 していくこととなった。年度を重

ねるごとに、例えばある科 目で学んだことをもとにし

て、別の科 目でそれ を応用 ・実践す るといったことも

適時的に取 り入れてい くことが可能となった。

この実践の積み重ねにより、完成年度である2010年

度の秋学期には、各科 目で毎回の学習 目標や学習内容

の適切性を総点検 し、各授業回での学習 目標 ・成果や

課題などをそれまでよりも明確に定めた 「授業設計書」

にもとつ く授業運営 を行 うに至った。また、後述の到

達目標別コースの制度をとった 「日本語表現」「英語表

現」「情報活用」では、それぞれのコースに合わせた学

習目標をより詳細に明記 した 「学習 目標チェックシー

ト」を作成 し、毎回学生に配布 した。学生 ・教員 とも

に各回の学習 目標を明確に把握することができ、各科
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目で求められる到達点を意識 しながら授業に臨むこと

ができることが利点であった。

この 「到達 目標」に関して、多様な学生全てが初年

次べ一シック必修科 目の学習活動によって身に付ける

べき最低限の知識 ・能力を示す学習成果(ラ ーニング ・

アウ トカムズ)の うち、学期全体における総括的なも

のとして、「フレッシュマンセ ミナー」では、プロジェ

ク ト型学習における報告書 といった成果物や活動成果

のプ レゼンテーシ ョン等を、「日本語表現」「英語表現」

「情報活用」では、学期末試験 として実施す る外部検

定 ・測定試験における一定レベル以上の到達、一定以

上の伸びに重点を置いた。また、学期末に至るまでの

日々の学習成果についても明確 にするために、「日本語

表現」 「英語表現」 「情報活用」では、基礎学力の向上

を実現す る過程で、毎回の学習課題において示され る

目標 を全て達成す ることを単位修得のための最低要件

として定めた。

以下、必修4科 目の科 目概要と4年 間の実施内容に

ついての概略を述べる。

〈フレッシュマンセミナー〉

フレッシュマンセ ミナーは、大学での学びや大学生

活の円滑な適応を促す とともに、社会で生き抜 くため

の共通感覚 を身 にっける基礎 を作 り上げる科 目であ

る。非常勤講師のみで運営 された2009年 度を除き、

担 当教員はアカデ ミックア ドバイザー としての役割を

担い、学生個々に応 じた履修指導、スタディスキル、

スチューデン トスキル といった、一般的な初年次教育

の内容に加 え、グループでの協働作業やプレゼンテー

シ ョンなど、社会人基礎力を意識 させ、その基礎作 り

を行 うための実践的活動を多く盛 り込んだ。2008年 度

からはプロジェク ト型学習が本格的に取 り入れ られ、

その成果が報告書としてまとめられている。2008年 度

は、青少年の健全育成を主な 目的 として開催 されてい

る地域イベン ト 「いたみわっ しょい」に参加 し、本部

要員や清掃隊 として市民 と共に社会活動 を行 った。

2009年 度、2010年 度は、学生が教(職)員 にインタ

ビューを行 う 「イ ンタビュープロジェク ト」を実施 し

た。

〈日本語表現〉

日本語表現では、どの分野に進も うとも必ず必要 と

なる日本語表現能力 とコミュニケーシ ョンカを育成す

るために、「読む ・書く」および 「話す ・聞く」の2種

類のプログラムをそれぞれ全15回 の授業 として設定

した。「読む ・書 く」では、文章読解や、小論文、推敲

な どのアカデ ミックライティングスキルな どを、「話

す ・聞く」では敬語表現やスピーキングスキルなどを

養成 した。2008年 以降は 「小論文検定」 「話 しことば

検定」を学期全体の到達 目標 として設定 し、これ らに

向けた対策を通 して上記のような能力を育成する授業

を展開した。

2010年 度の結果は、 「作文 ・小論文検定」の合格率

は、6級:55.2%、5級:36.2%、4級:6.3%、 「話 しこと

ば検定」の合格率は、3級:85.9%、2級:63.3%で あっ

た。

〈英語表現〉

学生の英語の習熟度には大きなばらつきがあるため、

1レ ベルの統一的な教材では全ての学生に十分な教育

効果を与えることは困難である。そこで、学習内容を

学 生 に応 じて 最適 に組 み合 わせ るこ とが可 能 な

e-Learning教 材を導入 した。

2007年 度 は携 帯 型 オ ー デ ィオ 機 器 を使 っ た

e-Learning教 材をテキス ト教材 と併用 し、2008年 度

か らはノー トパ ソコンが配備 された教室で、インター

ネ ット上で配信 されるe-Learning教 材を主教材 とし

て授業内外で活用 した。また、e-Learningの デジタル

の利点を補強 させ るためにアナログ的な書き取 り活動

も考慮 した 「学習記録シー ト」を開発 し、学生 自身に

目標設定、学習、点検、再学習、目標 の再設定 といっ

た 自己調整学習サイクルを確立 させ ることを 目指 した。

学期末には学習の総括 として国際英検 「G-TELP」

を受験 した。2010年 度の受験結果は、春学期末の平均

点が157.3点 、秋学期末の平均点が189.9点 であった。

〈情報活用〉

春学期には、大学生 として学びを深 めるために必要

不可欠な情報 リテラシーを身につけることを 目標 とし、

入学時点での多様なスキル を一定水準まで揃 えること

を目指 した。2008年 度からは、学期末に 「日本語 ワー

プロ技能標準試験」を受験 し、 目標達成に向けた習慣

的な学習を身にっけることをね らった。2010年 度の合

格率は、3級:92.1%、2級:95.3%で あった。

秋学期は、春学期 に身にっけた基礎スキル を社会で

実践的に 「活用」するための知識 ・能力 晴 報活用力)

を身にっけることを目標 として設定 した。実際に社会

で起 こ りうる問題 の解決力 を測 定す る実カテ ス ト

「Rasti」を導入 し、これに準拠 したテキス トとeラ ー

ニング教材を活用 した授業運営を行った。2010年 度の

結果は、春学期初の平均点が424.2点 、秋学期末の平

均点が509.6点 であった。
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自己学習 を促すための学習システム

2007年 度から始まった諸活動を契機に、2008年 度に

は、授業計画の精緻化 と学習成果の明確化にもとつ く

組織的な教育活動をさらに実効性のあるものとするた

めに、本学独 自の学習システムが構築 された。

まず、5週 間で1つ のまとま りを学習す る 「1学期3タ

ーム制」が導入 され、学習内容の確実な習得を 目指す

試みが始まった。

学力 ・スキル に個人差が大きい 「英語表現」情 報活

用」 といった科 目で最初に導入 された 「到達 目標別 コ

ース編成」制度では、学生 自らが自身の到達 目標に応

じてコースを選択できるように した。その後、2009年

度か らは 「日本語表現」でも試行、実施するに至った。

「到達 目標別コース編成」で配慮 したのは、学期 を通

じてコースを固定するのではなく、「ターム」が切 り替

わる際には、小テス トや学習の振 り返 りをもとに自ら

の到達 目標 を再設定 し、必要に応 じてコース変更す る

ことも可能 としたことである。学生 自身が自らの責任

でコース選択 し、目標達成に向けて取 り組むといった

自己調整サイクルが繰 り返 される点が大きな特徴であ

る。

さらに、2008年 度からは、学生が自らの学習状況を

確認 しなが ら学習を進 めるために、学生個々の出席参

加状況、課題達成状況を 「スタンプ」 とい う概念を用

いて 「○」「×」で表示する 「スタンプ制」が導入 され、

本学が独 自に開発 したLMS「 確認くん⑪」で学習状況

が可視化 されるようになった。

「確認 くん⑧」では科 目や大学か らのメッセージ配

信や課題提出の機能な どももつほか、 日々の学習にお

ける学びの成果、気づきを記録 ・蓄積 してい くeポー ト

フォ リオ機能(「 確認 くんプログ」)も あり、毎回の授

業やタームごとの振 り返 りに活用された。

多様な学生への適時的な支援 とい う観点か らは、 「1

学期3タ ーム制」では、ターム毎に学習のまとま りが設

定されてお り、 ドロップアウ トの可能性がある学生に

とって授業復帰 しやす く、導入前の2007年 度 と比較 し

て導入後は出席率が向上 ししている。また、「スタンプ

制」の導入 により、学期末に至るまでの学習過程の情

報が学生 ・教員 ともにリアル タイムに把握 されるよ う

にな り、個に応 じた指導 ・支援 を行いやす くなった。

「到達 目標別コース」では、各 コースの学習 目標の

達成状況を成績評価 と直結 させることで、成績評価 も

従来 と比べて厳格1ヒした と言える。ただ し、こうした
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「基準ク リア型」の 目標設定にもとつ く学習では、基

準を超えるための繰 り返 し学習が見込める一方、外的

な動機付けのみでは不十分で、基準を超えることが 目

的化 してしま うおそれがあるといった課題 もある。

「確認くん⑭」は利用頻度の高い学習ツール として

定着 した。2008年 度には学生一人あた り週4～5回 、

2009年 度には週7～8回 、2010年度には週5～6回 と高い

アクセス頻度を保 ち、必修科 目の学習における必須の

ツール として活用された。 これは、 「確認 くん⑲」が上

記の学習システムと密接に関連 していることはもちろ

ん、携帯電話でのアクセスに対応 していることが近年

の学生のライフスタイル と合致 していた ことも大きな

要因であると考えられる。

教員によるフィー ドバ ックや 「確認 くん⑪」で リア

ルタイムに学習状況を確認 しながら、小 さなサイクル

で 目標や学習計画を自ら再設定 し、自分に合 った適切

な学びへ結びっけるといったよ うに、 さまざまな要素

が有機的に関連 し、総体 として 自己教育への導入 とな

るような学習システムであった といえる。今後は、こ

うした大学での学びのきっかけが初年次だけで完結せ

ず、学士課程全体へ と繋がっていくような全学的な取

り組みが必要であると考えられる。

多面的な学習支援

学習支援のための基本情報として、2007年 度からベ
ーシック必修科 目の出席状況を一元管理す ることにな

った。2008年 度には学習支援センターが設置 され、出

席状況だけでなく課題取組状況 も一元管理す ることに

なった。科 目統一課題を導入するようにな り、同一基

準で採点 ・評価す ることが可能 とな り、また、採点 ・

評価専門スタッフであるマーカーが採点 ・評価を行 う

ことで、全クラスで統一的な到達度評価を行 うことが

できるようになった。

出席状況や課題取組状況の推移を追っていくことで、

個に応 じた 日常的な学習支援 を行 う体制が整備された。

まず、複数科 目の出席状況データを見ることで、長期

欠席へ とつながる可能性の学生をいち早 く把握するこ

とができるよ うになった。長期欠席や不登校の学生の

中には、科 目担当教員やアカデ ミックア ドバイザーが

対応できる範疇を超えているケースもある。教員だけ

では困難な対応 を組織的に行 うために、2008年度には、

学習面での遅延や適応をサポー トす る学習支援センタ

ー、健康面をサポー トす る健康相談室、心理的な援助

サー ビスを行 う学生相談室等がチームケア リングの体
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制づ くりを推進 し、2009年 度からはスクールカウンセ

ラー も配置 され、情報連携 と協働による支援体制がで

きつつある。また、課題取組状況データを見ることで、

授業時間内における教員による指導だけでな く、授業

時間外におけるチューターか らの指導 も含 めて、課題

未提出者 ・目標未到達者に対する指導 も、教員個人の

努力によるものでな く、関係者が連携 して行 うことが

できるようになった。

上述のような 日常的な学習支援に加 えて、初年次教

育を円滑に進めるためには、入学直後の大学への不適

応を防ぐ取 り組みが入学前か ら求め られ る。入学前オ

リエンテーシ ョンに加え、2009年 度入学生からは、入

学前教育 として 「日本語表現」「英語表現」「情報活用」

の課題提 出とスクー リングを実施 し、 自主的な学習態

度が求め られる大学教育への円滑な移行 と基礎学力 を

補 うための学習支援を始めた。また、2007年 度から入

学直後の導入教育 として実施 しているキックオフミー

ティングでは、大学の履修 システムの理解、仲間づく

り ・居場所づ くりといったテーマにもとつ く研修を2

日間かけて実施 してきたが、2010年 度には、教職協働

のファシ リテーターチームが、自己理解 とチームビル

ディングのプログラム 「自己の探求」を実施 して、大

学への適応促進 を図った。

このように、入学前教育を起点 とした学習支援のた

めの取 り組みが次第に充実 してきているが、その成果

としては、まず、入学前教育については、 「確認くん」

を活用 した課題学習によってべ一シ ック必修科 目の学

習システムに慣れ させる機会 となっているほか、2010

年度には入学者の81.3%が スクー リングに出席 してい

る。また、課題取組状況、スクー リングの出欠状況等

は、入学後の学習支援の起点 となる情報 として活用 し

ている。また、2010年 度の導入教育として実施 したプ

ログラム 「自己の探求」については、実施前後の質問

紙調査から、コミュニケーシ ョン能力や 自尊心の向上、

大学への適応の促進に一定の効果があることがわかっ

ている。

また、学習支援センターが設置 され、出席状況 と課

題取組状況 とい う2つ の指標を 日常的な支援に活用す

るようになった2008年 度か らは、アカデ ミックア ドバ

イザーによる個別履修指導、学習支援セ ンターを核 と

した関係部署の連携による長期欠席者への授業復帰支

援、教員 とチューターの連携による授業外学習支援 と

いった諸活動により、授業への出席率 も向上 し、自習

室の利用者数 も年々増加 している。

今後の課題としては、意欲の高い、伸びるべき学生

をしっか り伸ばすための学習支援 を強化する必要があ

る。また、本学では2年 次以降のキャンパスが別地であ

るため、上級生とのっなが りが薄い。上級生による学

習支援活動も取 り入れたい。

教員、職員、上級生、同級生との 「タテ」「ヨコ」「斜

め」の関係に加 え、保護者 との連携 も考慮に入れた重

層的な支援が今後ますます求められるようになるだろ

う。

授業改善 ・教 育改善のための活動

ベーシ ック必修科 目では、科 目コーデ ィネーターが

マネジメン トの役割を担い、年度 ・学期 ・ターム ・週 ・

授業 日といった単位で、 日々の授業活動を中核 とした

適時的な、授業改善 ・教育改善のための活動を行って

きた。

新年度 の授業前には、科 目担当教員団に向けた説明

会を実施 し、必修科 目全体の目標や学習システムの周

知のほか、各科 目の趣 旨、授業方法、使用教材等の説

明を行 ってきた。この説明会は、緊密に連携 しなが ら

全体の教育 目標 を達成す るために重要なもの となって

いる。各学期の終了後には、学期総括を担当教員団で

行 うが、課題 ・改善点を抽出す るにも、 目標の共有は

大前提 となる。

べ一シック必修科 目は全1年 生が履修するため、各科

目を多 くのクラスに分割 し、複数の教員で担当しなけ

ればならない。4科 目全体では大規模な組織である。ま

た、専任教員だけでなく、非常勤教員が多 く関与 して

いることも大きな特徴である。 このため、授業 日単位

での改善活動を行 うことの意義は大きい と考え、2008

年度 より、毎授業 日の授業前後に、当 日の担当教員が

学習支援センターでシ ョー トFDを 実施 している。授業

前には、授業計画書 ・指示書にもとづき、授業 目標 を

確認 ・共有す るとともに、前週、前 日までの授業活動

を踏まえた注意点を確認する。また、授業後には当 日

の授業を振 り返 り、お互いの工夫や教室内で発生 した

課題等を話 し合 う。そ うした内容 はコーディネー ター

によって次の授業 日への改善策へ とつなげ られる。

全学生が履修する必修科 目が多クラス展開 され る限

りにおいて、授業活動はもちろん、授業改善 ・教育改

善のための活動も、一定の共通性のもとで展開され る

べきものであり、日常的なFDは 効果的である。

ただし、これまでは、科 目コーディネーターが担 う

マネジメン トの{rr能が充分であった とは必ず しも言 え
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ない。今後の課題として、特に、組織的な活動を行 う

にあたって、 トップとボ トムの間に位置づけられる科

目コーディネーターのミドルとしての役割を重視した

い。大学のビジョン、初年次教育のビジョンとその意

義についての説得力のある説明努力を常に心がけ、現

場の意見を傾聴する役割である。ミドルとしての科目

コーディネーターの意識は、まずもって学生に向けら

れるのは当然のことながら、 トップと現場の教員に対

しても等しく向けられるべきである。

活動の自己目的化、形骸化を避け、教員個人にとっ

て具体的かつ直接的なメリットがあるようにする、と

いった点にも配慮し、初年次教育としての教育目標や

科 目趣旨の共通理解を促す、授業計画や授業方法に関

する有益な情報交換を教員間で適時的にできるように

する、授業準備の効率化を図る、クラス運営や学生対

応に関する問題を教員個人が抱え込むのを回避する、

授業に関する問題全般の共有化を図る、といった活動

は継続しつつ、いかなる活動であろうとも、フェア ・

プロセスを基本とすることを忘れてはならない。

初年次教育は大学全体に関わる問題である。初年次

教育が大学におけるイノベーションのひとつであると

の観点に立てば、異なるアイデアや価値観が過不足な

く対話できるだけの信頼関係が築けるときにのみイノ

ベーションが存在しうると言える。

初年次教育は学士課程教育の基礎に据えられている

ものであり、その推進はすべての教員に関わる問題で

ある。公正さと対話による意見交換を前提とした取 り

組みは、より効果的な初年次教育にっながるのみなら

ず、教員の大学組織への信頼と責任の醸成にもっなが

るだろう。

これか らのキャ リア教育に向けて

2011年4.月 、大学設置基準が改正 され、大学は、生涯

を通 じた持続的な就業力の育成を目指 し、教育課程の

内外を通 じて社会的 ・職業的 自立に向けた指導等に取

り組むことが求め られている。

2011年 度からの新カ リキュラムでは、「フレッシュマ

ンセ ミナー」が 「キャリアデザイ ン」 とな り、初年次

の導入教育だけでなく1年 次の段階か らキャリアを意

識 した教育を行 うことになった。初年次では、卒業時

に社会に貢献できる自分になることを目標 として、授

業だけでな く授業外学習や資格の取得 などにも学生が

積極的に段階的に取 り組めるような教育が必要である。

大手前大学CELL教 育論集 第2号,2010

おわ りに

2007年 度の教育改革を契機に、本学では、全学的 ・

組織的な初年次教育の取 り組みが始まった。それから4

年が経過 し、完成年度を迎えたいま、初年次教育全体

を振 り返 り、総括 としてまとめた。

完全にユニバーサル化 して しまった現在では、以前

にも増 して学生の多様化が進み、そのよ うな時代の変

化の中での共通教育プ ログラム、統一カリキュラムは

困難を極めるものであった。試行錯誤の中で、結果 と

して受 け入れ られず定着できなかった取 り組みもあれ

ば、逆に想定 していた以上の思わぬ効果が生まれ、本

学に根付いていった取 り組みもある。

本学の組織 的な教育の発展のためには、成功事例だ

けでなく、過去の苦難 も踏まえて前に進んでいかなけ

ればならない。今後生まれて くる新たな取 り組みへの
一助 となることめざし

、本総括を行った。

これからも終わることなく続いてい く社会の変化、

学生の変化、初等 ・中等教育の変化 に対応する初年次

教育を考案 し、実現 していきたい。

【学会活動の記録】

以下は、本研究所の研究員が学会で行った初年次教育に関わる

実践報告の記録である。本学初年次教育のより詳 しい実践内容 ・

成果等に関してご参照いただければ幸いである。

〈2008年度〉

本田直也(2008)多 様化する学生への大学情報教育.『 日本教育

工学会第24回 全国大会講演論文集』,201-202.

本田直也,細 井成(特 定非営利活動法人IC麻1」活用力推進機構)

(2008)共 通情報教育での情報活用力試験の導入と教育効果

の測定.『教育システム情報学会第33回 全国大会講演論文集』,

252-253.

本 田直也,吉 川聡(株 式会社ワークアカデミー)(2008)情 報活

用力テス トRastiを軸 とした教育教材開発 と全学統一授業の

実施.『2008PCカ ンファレンス論文集』,238-241.

奥 田雅信,本 田直也(2008)ブ レンディッド・ラーニングに基づ

く統一的な英語教育の実践 一携帯型学習教材 とオンライン

型学習教材の比較一.『 日本教育工学会第24回 全国大会講演

論文集』,539-540.

奥田雅信,本 田直也,石 毛弓,山 下真知子,福 井愛美(2008)多 様

な学生に対応する必修科 目の在 り方と教育プログラム.『 初

年次教育学会第1回 大会発表要旨集』,22-23.

〈2009年度〉

合田美子,奥 田雅信(2009)自 己調整学習サイクルにおける目標

設定と自己効力感.『 リメディアル教育研究』4(1),80-87.

本田直也,近 藤伸彦,細 井成(特 定非営利活動法人ICT利 活用力

推進機構)(2009)共 通 盾報教育の実施と情報活用力試験を

用いた教育効果の検証 『教育システム情報学会第34回 全国

大会講演論文集』,112-113.
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本田直也,近 藤紳彦,石 毛弓(2009)入 学前および初年次学生の

全員が頻繁にチェックする携帯電話向けLMS.『 日本リメデ

ィアル教育学会第5回 大会予稿集』,113-114.

本 田直也,近 藤伸彦,吉 川聡(株 式会社ワークアカデ ミー)(2009)

大 学 の初年次必修情報科 目におけるICT活 用 力の育成.

『2009PCカ ンファレンス論文集』,265-268.

本 田直也,奥 田雅信,石 毛弓,近 藤伸彦(2009)学 生 の多様化に

対応する初年次教育システムの構築と実践 ■全ての学生に

教育の質を保証するために一.『 大学教育学会誌』31(2),

92-95.

石 毛弓,奥 田雅信,本 田直也(2009)リ メディアルとしての社会

人基礎カ ーポー トフォリオ基盤型学習スタイルの導入一.

『日本 リメディアル教育学会第5回 大会予稿集』,171-172.

近藤伸彦,本 田直也,石 毛弓(2009)社 会人基礎力を意識付ける

ための携帯対応型eポ ー トフォリオの開発と導入.『教育シス

テム情報学会第34回 全国大会講演論文集』,44-45.

近藤伸彦,中 島彰子,毛 利美穂(2009)学 生 を放っておかない学

習支援.『 日本 リメディアル教育学会第5回 大会予稿集』,

79-80.

近藤 伸彦,中 島彰子,毛 利美穂,奥 田雅信,本 田直也,石 毛弓

(2009)多 様 な学生に対応する初年次教育プログラム ー入学

前教育からはじまる一貫した学習支援一.『 初年次教育学会

第2回大会発表要旨集』,92-93.

毛利美穂(2009a)初 年次必修科 目「日本語表現」における情報シ

ステム活用とeラーニング実践.『教育システム情報学会第34

回全国大会講演論文集』,184-185.

毛利美穂(2009b)自 己発信を実現するためのファシリテーショ

ンを活用した日本語表現教育.『 日本 リメディアル教育学会

第5回大会予稿集』,151-152.

毛利美穂(2009c)チ ームティーチングにおける教員支援 とWeb

活用 一初年次必修科目 「日本語表現」の実践一.『 全国大学

国語教育学会発表要旨集117』,97-100.

毛利美穂,近 藤伸彦,中 島彰子(2009)課 題マラソン ーレベルア

ップを目指す学生の学習支援一.『 日本教育工学会第25回 全

国大会講演論文集」,883-884.

中島彰子(2009)教 員 と学生をともに支援するe-Leaming授 業運

営システム.『 日本教育工学会第25回 全国大会講演論文集』,

577-578.

中島彰子,近 藤伸彦,毛 利美穂(2009)携 帯電話対応型LMS利 用

による学習モチベーション持続を目指 した入学前教育.『 日

本リメディアル教育学会第5回 大会予稿集』,185-186.

中島彰子,奥 田雅信(2009)自 己学習力の育成を目指した初年次

必修eラ ーニング英語教育.『教育システム情報学会第34回 全

国大会講演論文集』,440-441.

奥 田雅信,本 田直也,石 毛弓,近 藤伸彦,毛 利美穂,中 島彰子

(2009)学 生の多様化に対応する初年次教育システムの構築

と実践 一全ての学生に教育の質を保証するために一.『 大学

教育学会第31回 大会発表要旨集録』,60-61.

奥 田雅信,本 田直也,石 毛弓,山 下真知子,福 井愛美(2009)多 様

な学生に対応する必修科目の在 り方と教育プログラム.『 初

年次教育学会誌』2(1),34-35.

奥 田雅信,中 島彰子(2009)ア ナ ログとデジタルを融合 した

e-lean血g授 業の展開.『2009PCカ ンファレンス論文集』,

355-358.

奥田雅信,中 島彰子,合 田美子(2009a)学 習意欲の維持につなが

る学習評価に向けて.『 教育システム情報学会第34回 全国大

会講演論文集』,58-59.

奥田雅信,中 島彰子,合 田美子(2009b)多 様な学び方 と個に応じ

た初年次必修英語教育.『 日本 リメディアル教育学会第5回 大

会予稿集』,25-26.

浦畑育生,奥 田雅信,本 田直也,石 毛弓,中 島彰子,毛 利美穂

(2009)学 士課程教育へのアプローチをどのように進めるか

一 リベラルアーツ教育への転換 と試行(第 一報)一 .『 大学

教育学会誌』31(1),22-28.

〈2010年 度〉

新垣円,本 田直也,近 藤伸彦(2010)情 報活用能力育成に繋がる

授業運営要因の分析.『 教育システム情報学会第35回 全国大

会講演論文集』,451-452.

新 垣円,本 田直也,奥 田雅信(2010)eポ ー トフォリオを用いたコ

ンピテンシー育成教育の効果測定.『 日本教育工学会第26回

全国大会講演論文集』,429-430.

新垣 円,石 毛弓,伊 藤めぐみ,奥 田雅信,近 藤紳彦,竹 内正和,本

田直也,正 田浩三,吉 川博行(2010)学 校適応を目指 した新

入生オリエンテーション 「自己の探求」効果の測定.『 初年

次教育学会第3回 大会発表要旨集』,90-91.

本田直也,新 垣円,近 藤伸彦(2010)「1青 報活用」授業実践におけ

る学生の能力向上を促す要因分析.『2010PCカ ンファレンス

論文集』,147-148.

石毛弓(2010),大 手前大学の初年次教育におけるリメディアル

教育の実践 『日本 リメディアル教育学会第6回 大会予稿集』,

200-201.

石毛弓,本 田直也(2010)大 手前大学における初年次教育とリメ

デ ィアル教育の実践.『 リメディアル教育研 究』5(2),

131-138.

近藤伸彦,本 田直也(2010)晴 報活用」授業運営モデルの組織

的な開発と実施 『2010PCカ ンファレンス論文集』,81-82.

毛利美穂(2010a)自 己調整学習をうながす課題の作成 と提供.

『日本教育工学会第26回 全国大会講演論文集』,519-520.

毛利美穂(2010b)小 論文作成におけるメディア教材の活用.『 全

国大学国語教育学会発表要旨集119』,182-185.

中島彰子,奥 田雅信(2010)自 己学習力を育成するe-Leaming授

業運営システム.『 日本教育工学会第26回 全国大会講演論文

集』,793-794.

奥田雅信,本 田直也,石 毛弓(2010)携 帯型ポー トフォリオ 「確認

くんプログ」の導入と実践 『2010PCカ ンファレンス論文集』,

189-190.
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